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第３次新潟県食育推進計画 

新潟県福祉保健部 健康対策課 

〒950－8570 新潟市中央区新光町４番地１ 

TEL 025－280－5198 FAX 025－285－8757 

ホームページアドレス https://www.kenko-niigata.com/ 

健康づくり県民運動「ヘルスプロモーションプロジェクト」 
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「設置構想についての採用意向アンケート調査」 
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Ⅰ 調査の概要 
 

◆ 調 査 目 的 ： 本調査は、新潟県立大学が令和５年４月に設置を構想している「新

潟県立大学大学院人間生活学研究科人間生活学専攻（仮称）」の修

了生の就職におけるニーズを、大学外の公正な第三者機関により、

アンケートを用いて測ることを目的とする。   

◆ 調 査 期 間 ： 令和３年 11 月 
  

◆ 調 査 対 象 ： 新潟県立大学が令和５年４月に設置を構想中の「新潟県立大学大学

院人間生活学研究科人間生活学専攻（仮称）」の修了生の採用が期

待される企業や機関 925件を対象とした。内訳は以下の通りであ

る。 

 行政機関 172 

社会福祉施設 104 

食品関連企業 437 

病院 152 

卸・小売業 27 

飲食業 15 

給食会社 6 

学校法人 3 

研究機関 4 

健康食品関連企業 2 

学術サービス 2 

生活関連サービス 1 

計 925 

  
 

◆ 調 査 方 法 ： 調査対象とした企業・機関 925件の採用担当者宛てに､「新潟県立大

学大学院人間生活学研究科人間生活学専攻（仮称）」の設置構想に

係る採用意向アンケート調査の依頼状を送付し、同封の調査用紙へ

の記入、もしくは依頼状に記載されたＵＲＬを参照しアンケート回

答サイトへの入力による回答・返信を求めた。 
 

  

◆ 調 査 内 容 ： 質問項目は全８問とし、主な質問内容は以下の通りである。 

・回答企業・機関の基本情報 

・新潟県立大学大学院人間生活学研究科修士課程（仮称）の修了生

の採用意向（人材需要）   

◆ 有効回答件数 ： 127件（配布件数 925件／無効回答件数 0件／回収率 13.7％） 
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Ⅱ 全質問項目の集計結果 

2～4ページは、アンケートで回答を得た 127件の回答結果に基づく、全質問項目の集計

結果である。 

※「構成比(％)」はいずれも、少数第二位を四捨五入。よって、合計は必ずしも 100.0％と一致しない。 

 

問 1 貴社・貴機関の主たる所在地をお答えください（あてはまるものを１つお選びください）。 
 番号 選択項目 回答数 構成比 

 1 新潟県 57 44.9% 

 2 山形県 1 0.8% 

 3 福島県 8 6.3% 

 4 群馬県 3 2.4% 

 5 富山県 1 0.8% 

 6 長野県 8 6.3% 

 7 北海道・東北（山形、福島県除く） 5 3.9% 

 8 関東（群馬県除く） 28 22.0% 

 9 中部（新潟、富山、長野県除く） 9 7.1% 

 10 近畿 5 3.9% 

 11 中国・四国 0 0.0% 

 12 九州・沖縄 1 0.8% 

 13 その他 1 0.8% 

 14 無回答 0 0.0% 

 合計 127 100.0% 

 

 

問 2 貴社・貴機関の業種についてお答えください（あてはまるものを１つお選びください）。 
 番号 選択項目 回答数 構成比 

 1 病院 22 17.3% 

 2 福祉施設（老健施設を含む） 11 8.7% 

 3 食品関連企業 36 28.3% 

 4 行政機関 21 16.5% 

 5 小・中学校・高校 2 1.6% 

 6 幼稚園、保育所・こども園 13 10.2% 

 7 研究機関（大学を含む） 2 1.6% 

 8 その他 20 15.7% 

 9 無回答 0 0.0% 

 合計 127 100.0% 
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問 3 貴社・貴機関の従業員数（正規社員数）についてお答えください（あてはまるものを１つお選

びください）。 
 番号 選択項目 回答数 構成比 

 1 25 名未満 6 4.7% 

 2 25 名以上 50 名未満 10 7.9% 

 3 50 名以上 100 名未満 17 13.4% 

 4 100 名以上 500 名未満 42 33.1% 

 5 500 名以上 1000 名未満 18 14.2% 

 6 1000 名以上 30 23.6% 

 7 無回答 4 3.1% 

 合計 127 100.0% 

 

 

問 4 貴社・貴機関の過去３年間の平均的な社員の年間採用数について、お教えください（あて

はまるものを１つお選びください）。 
 番号 選択項目 回答数 構成比 

 1 1〜4 名 38 29.9% 

 2 5〜9 名 15 11.8% 

 3 10〜14 名 15 11.8% 

 4 15〜19 名 7 5.5% 

 5 20〜49 名 27 21.3% 

 6 50 名以上 20 15.7% 

 7 過去 3 年間に社員は採用しなかった 3 2.4% 

 8 無回答 2 1.6% 

 合計 127 100.0% 

 

 

問 5 貴社・貴機関では、大学院を卒業した人材を積極的に採用したいとお考えですか（あてはま

るものを１つお選びください）。 
 番号 選択項目 回答数 構成比 

 1 採用したいと考えており、採用実績がある 52 40.9% 

 2 採用したいと考えているが、採用実績はない 30 23.6% 

 3 採用したいと考えていない 26 20.5% 

 4 その他 16 12.6% 

 5 無回答 3 2.4% 

 合計 127 100.0% 
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問 6 新潟県立大学大学院 人間生活学研究科修士課程（仮称）で育成を目指す人材像のうち、

以下のどの分野で学んだ人材に関心がありますか（あてはまるものすべてにマークをしてく

ださい）。 

※複数回答項目のため、回答数は 127件の延べ数であり、比率は 127件中で回答数が占める割合 
 番号 選択項目 回答数 回答率 

 1 
健康栄養分野で、食・栄養を管理する現場の管理栄養士を指導

する実践力と専門力を身に付けた人材 
88 69.3% 

 2 
食品開発分野で、食品企業・研究所での研究開発をリードする実

践力と専門力を身に付けた人材 
43 33.9% 

 3 

食と健康に係る制度・政策分野で、地域行政機関、途上国や国

際機関における制度・政策を立案、評価、改善する実践力と専門

力を身に付けた人材 

42 33.1% 

 4 無回答 13 10.2% 

 

 

問 7 新潟県立大学大学院 人間生活学研究科修士課程（仮称）を修了した学生を採用したいと

思いますか（あてはまるもの１つにマークをしてください）。 

 番号 選択項目 回答数 構成比 

 1 採用したい 32 25.2% 

 2 採用を検討したい 70 55.1% 

 3 採用しない 21 16.5% 

 4 無回答 4 3.1% 

 合計 127 100.0% 

 

 

問 8 現時点で採用可能と思われる人数は何人ですか（あてはまるもの１つにマークをしてくださ

い）。 

※問 7 で「採用したい」「採用を検討したい」と回答した 102 件を対象とする 
 番号 選択項目 回答数 構成比 

 1 １人 25 24.5% 

 2 ２人 5 4.9% 

 3 ３人 2 2.0% 

 4 ４人 0 0.0% 

 5 ５人以上 0 0.0% 

 6 人数は未確定 70 68.6% 

 7 無回答 0 0.0% 

 合計 102 100.0% 
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Ⅲ 集計結果のポイント 
※「構成比(％)」はいずれも、少数第二位を四捨五入。よって、合計は必ずしも 100.0％と一致しない。 

 

 本調査では、新潟県立大学が令和５年４月に設置を構想中の「新潟県立大学大学院人間生

活学研究科人間生活学専攻（仮称）」の修了生の採用が期待される行政機関、社会福祉施設、

食品関連企業、病院、卸・小売業、飲食業、給食会社、学校法人、研究機関、健康食品関連

企業、学術サービス、生活関連サービス 925件に依頼状を送付し、調査用紙とインターネッ

トによって回答を募った。その結果、調査用紙とアンケートサイト合計で 127 件（回収率

13.7％）の有効回答を得た。 

アンケート全８問のうち、問７では新潟県立大学大学院人間生活学研究科修士課程（仮称）

の修了生の採用意向について質問し、問８では問７で新潟県立大学大学院人間生活学研究

科修士課程（仮称）の修了生について「採用したい」、「採用を検討したい」と回答した 102

件の企業・機関に採用可能人数を質問した。 

問７では、回答を得た 127 件のうち、「採用したい」が 32 件(25.2%)、「採用を検討した

い」が 70件(55.1%)と、合わせて約 80%が採用の意欲を示した。 

 問８では、採用可能人数を「1人」と回答した企業・機関が 25件(24.5%)、「2人」が 5件

(4.9%)、「3人」が 2件(2.0%)、「人数は未確定」が 70件(68.6%)であった。 

採用可能人数は合計 111人（「人数は未確定」は 1人として集計）となり、新潟県立大

学が構想中の人間生活学研究科修士課程（仮称）が予定する入学定員 5名を大きく上回る

結果が得られた。 

 

採用したい(32)25.2%

採用を検討したい(70)55.1%

採用しない(21)16.5%

無回答(4)3.1%

グラフ 本研究科修了生の採用意向（「問7」結果より）

● 全体の約８割の企業・機関が採用の意欲を示し、採用可能人数の総和は 111 人 
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新潟県立大学大学院人間生活学研究科修士課程（仮称）についての、採用の意欲（問

７）と採用可能人数（問８）のクロス集計の結果は、以下の通りである。 

 

 

表 採用意向と採用可能人数のクロス集計 

 

※採用可能人数合計の「5人以上」は 5人、「人数は未確定」は 1人として集計 

選択項目 
採用したい 採用を検討したい 

回答数 採用可能人数 回答数 採用可能人数 

1人 6 6 19 19 

2人 2 4 3 6 

3人 2 6 0 0 

4人 0 0 0 0 

5人以上 0 0 0 0 

人数は未確定 22 22 48 48 

合計 32 38 70 73 

 

 

上記より、新潟県立大学が令和５年４月に設置を構想する「新潟県立大学大学院人間生

活学研究科修士課程（仮称）」の修了生を「採用したい」と回答した 32の企業・機関にお

ける採用可能人数を乗じた合計は 38人、「採用を検討したい」と回答した 70の企業・機

関における採用可能人数を乗じた合計は 73人となる。合計で 102件の企業・機関が採用

の意欲を示し、採用可能人数の総和は 111人となった。 

  

1人(25)24.5%

2人(5)4.9%

3人(2)2.0%

4人(0)0.0%

5人以上(0)0.0%

人数は未確定

(70)68.6%

グラフ 採用可能人数（「問8」結果より）
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新潟県立大学大学院人間生活学研究科修士課程（仮称）の修了生を、「採用したい」もし

くは「採用を検討したい」と回答した企業・機関の主たる所在地（問１より）は、新潟県立

大学がある「新潟県」が最も多く、41件であった。その次に多かったのは「関東（群馬県除

く）」の 28件であった。 

また、修了生を「採用したい」もしくは「採用を検討したい」と回答した企業・機関の業

種（問２より）は、「その他」を除き、回答の多い順に、「食品関連企業」が 35件、「行政機

関」が 17件、「病院」が 16件となった。 

 

 

表 採用意向を示した企業・機関の主たる所在地 

 

企業・機関の主たる所在地 

（問１） 
採用したい 

採用を 

検討したい 
合計 

1. 新潟県 9 32 41 

2. 山形県 0 1 1 

3. 福島県 1 5 6 

4. 群馬県 0 2 2 

5. 富山県 0 1 1 

6. 長野県 1 4 5 

7. 北海道・東北（山形県、福島県除く） 0 4 4 

8. 関東（群馬県除く） 14 14 28 

9. 中部（新潟、富山、長野県除く） 4 3 7 

10. 近畿 2 3 5 

11. 中国・四国 0 0 0 

12. 九州・沖縄 1 0 1 

13. その他 0 1 1 

合計 32 70 102 

 

  

● 新潟県を主たる所在地とする企業・機関、食品関連企業が高い採用意向を示す 
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表 採用意向を示した企業・機関の業種 

 

企業・機関の業種 

（問２） 
採用したい 

採用を 

検討したい 
合計 

1. 病院・クリニック 4 12 16 

2. 福祉施設（老健施設を含む） 2 6 8 

3. 食品関連企業 17 18 35 

4. 行政機関 0 17 17 

5. 小・中学校・高校 0 2 2 

6. 幼稚園、保育所・こども園 0 5 5 

7. 研究機関（大学を含む） 0 1 1 

8.その他 9 9 18 

合計 32 70 102 

 

 

 

 

 

 

以上の結果から、本調査では新潟県立大学大学院人間生活学研究科修士課程（仮称）が

予定する入学定員の 5名を大きく上回る採用の意欲・人数を得ることができた。人材需要

の見通しは問題ないと判断できる。

204



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

添付資料 

新潟県立大学大学院 人間生活学研究科（仮称）概要 
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「新潟県立大学大学院 人間生活学研究科修士課程（仮称） 

設置構想についての採用意向アンケート調査」 

 

調査用紙／ウェブアンケート画面 
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